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はじめに

　人口減少社会が到来する中、少子高齢化の進行、国際化

や情報化の進展など、本市をとりまく社会環境は大きく変

化しています。

　こうした変化に適切に対応し、本市が豊かで活力あるま

ちとして発展していくためには、わたしたち一人ひとりの

人権が尊重され、性別に関わりなく、その個性と能力を十分に発揮できる男女共同参画社

会の実現が求められています。

　本市では、平成18年に「第１次菊川市男女共同参画プラン」、平成23年に「第２次菊川

市男女共同参画プラン」を策定し、男女共同参画社会の実現に向け、さまざまな取り組み

を進めてまいりました。

　しかしながら、男女共同参画に関する市民アンケートでは、性別による固定的な役割分

担意識が根強く残っていることが明らかになるとともに、仕事と生活の調和（ワーク・ラ

イフ・バランス）の推進、地域防災における女性の参画の推進など、まだまだ解決すべき

課題も多く残されています。

　こうした状況を踏まえ、このたび「第３次菊川市男女共同参画プラン」を策定いたしま

した。本プランは女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく推進計画とし

ても位置付けております。

　今後、市民、事業者・関係機関など多くの皆さまと連携を図りながら、男女共同参画社

会の実現に向けた取組みを着実に推進していきたいと考えますので、一層のご理解とご協

力をお願いいたします。

　最後になりましたが、本プランの策定にあたり、ご尽力いただきました男女共同参画推

進プラン策定委員会委員の皆さまを始め、アンケート調査にご協力いただきました市民の

皆さまに心から感謝申しあげます。

平成29年３月

菊川市長　　　太　田　順　一



目　次

はじめに

第１章　プランの策定にあたって… …………………………………………  1

　１　策定の経緯………………………………………………………………………  1

　２　策定の背景………………………………………………………………………  1

　３　第２次男女共同参画プランの評価と今後の課題……………………………  2

第２章　プランの基本的な考え方… …………………………………………  2

　１　基本理念…………………………………………………………………………  2

　２　位置づけ…………………………………………………………………………  3

　３　期間………………………………………………………………………………  3

第３章　施策の内容… ……………………………………………………………  4

　１　施策の体系………………………………………………………………………  4

　２　基本目標・基本施策……………………………………………………………  6

　　　基本目標１　女
ひと

と男
ひと

がお互いを認め合う意識づくり………………………  6

　　　　基本施策（１） 男女共同参画社会の実現に向けた意識改革………………  6

　　　　基本施策（２） 男女の人権の尊重とあらゆる暴力の防止…………………  9

　　　　基本施策（３） 男性にとっての男女共同参画の意識の醸成……………… 12

　　　基本目標２　女
ひと

と男
ひと

がいきいきと活躍できる環境づくり………………… 15

　　　　基本施策（４） 女性の政策や方針決定過程への参画の推進……………… 15

　　　　基本施策（５） 職場における男女共同参画の推進………………………… 18

　　　　基本施策（６） 男女共同参画によるワーク・ライフ・バランスの実現…… 22

　　　　基本施策（７） 地域社会における男女共同参画の推進…………………… 26



　　　基本目標３　女
ひと

と男
ひと

が安全安心に暮らせるまちづくり…………………… 28

　　　　基本施策（８） 防災における男女共同参画の推進………………………… 28

　　　　基本施策（９） 男女の生涯を通じた健康支援……………………………… 30

　　　　基本施策（10） 様々な困難を抱える人が安心して暮らせる環境の整備…… 33

第４章　推進体制の整備………………………………………………………… 35

第５章　参考資料…………………………………………………………………… 36

• 策定の過程… ……………………………………………………… 36

• 菊川市男女共同参画推進プラン策定委員会要綱… …………… 37

• 菊川市男女共同参画推進プラン策定委員名簿… ……………… 39

• 男女共同参画に関する年表… …………………………………… 40

• 男女共同参画社会基本法… ……………………………………… 44

• 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律… ………… 50





第１章 プランの策定にあたって
　１　策定の経緯�
　菊川市では、平成18年９月に「菊川市男女共同参画プラン」、平成23年10月に「第２次菊
川市男女共同参画プラン」を策定し、「女

ひと

と男
ひと

がパートナーとして互いに認め合い、豊かにい
きいきと暮らすことができる社会づくり」を目指すべき姿とし、男女共同参画社会の実現に向
け、取り組みを進めてきました。
　それぞれのプランでは、一定の成果をあげてきましたが、「男は仕事、女は家庭」という性
別による固定的な役割分担意識が根強く残っているなど、解決しなければならない課題も未だ
多く存在します。
　男女共同参画の推進は男性にとっても重要であり、男女がより暮らしやすくなるものである
ことから、男性の長時間労働慣行の是正などにより、男性の地域や家庭への参画を進める必要
があります。
　また、少子高齢化や人口減少、家族形態の多様化など、社会情勢の変化により取り組まなけ
ればならない新たな課題もあり、より一層、男女共同参画の推進が求められています。
　こうした中、「第２次菊川市男女共同参画プラン」が平成28年度をもって計画期間の終了を
迎えることから、菊川市の現状や社会情勢の変化等をふまえ、新たな「第３次菊川市男女共同
参画プラン」を策定するものです。

　２　策定の背景�
男女共同参画に関する国・県の動向及び社会情勢の変化
○国の動き
　平成11年に男女共同参画社会の形成に関する基本理念や、国、地方公共団体、国民の
責務などを定めた「男女共同参画社会基本法」が施行され、この法律に基づき、平成12
年には「男女共同参画基本計画」が策定されました。
　平成17年には「第２次男女共同参画基本計画」、平成22年には「第３次男女共同参画基
本計画」、平成27年には「第４次男女共同参画基本計画」が策定されており、第４次基本
計画では「あらゆる分野における女性の活躍」、「安全・安心な暮らしの実現」、「男女共同
参画社会の実現に向けた基盤の整備」、「推進体制の整備・強化」の４点が改めて強調され
ています。
　また、同年８月には、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推
進法）」が国会で成立し、女性の積極的な採用や登用、職場風土改革に関する取り組みを
盛り込んだ行動計画の策定等、職業生活と家庭生活を両立するための取り組みを推進して
います。
○県の動き
　平成13年に「静岡県男女共同参画推進条例」を制定し、更に取り組みを進めていくため、
平成15年に「静岡県男女共同参画基本計画“ハーモニックしずおか2010”」が、平成19
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年には「静岡県男女共同参画基本計画“ハーモニックしずおか2010”後期実践プラン」
が制定されました。また、平成23年には「第２次静岡県男女共同参画基本計画」、平成26
年には「第２次静岡県男女共同参画基本計画・第２期実践計画」を策定し、女性の参画拡
大についての理解の促進や、育児・介護休業法の実効性を高める等、男女共同参画の進展
に向けた一層の取り組みを進め、あらゆる分野で女性の持つ力が生かされる環境を整える
ことにより、多様性に富んだ活力ある男女共同参画社会の構築に取り組んでいます。

　３　第２次男女共同参画プランの評価と今後の課題
　平成23年度に策定した第２次菊川市男女共同参画プランでは、「人権の尊重と継続的な男女
共同参画の意識づくり」、「男女の健康支援」、「あらゆる暴力の根絶」、「男女双方のワーク・ラ
イフ・バランスの実現」、「男女の自立支援」の５つを重点目標として「女

ひと

と男
ひと

がパートナーと
して互いに認め合い、豊かにいきいきと暮らすことができる社会づくり」の実現に向けて取り
組みました。
　現在までの取り組みにより、プランに位置付けた数値目標の７割強を達成するなど、男女共
同参画の意識の向上や子育て環境の充実、男女共同参画社会づくり宣言事業所の増加など一定
の成果が表れています。
　しかし、審議会等での女性の登用率など目標達成が困難な取り組みも存在し、平成27年度
に実施した市民アンケートの結果では、性別による固定的役割分担の意識は依然として根強く
残っており、男女の地位の平等感でも政治や行政の場を始め、社会全体で男性を優遇とする意
見が多いなど、女性の地位が必ずしも十分でないことが伺えます。
　国においても女性活躍推進法が制定されたように、今後も男女共同参画社会の実現に向けて、
引き続き意識啓発を始めとした男女共同参画の推進を図る必要があります。

第２章 プランの基本的な考え方
　１　基本理念（目指すべき姿）
　菊川市では、

『女
ひと
と男
ひと
がお互いを認め合い、協働して、自分らしく暮らすことができるまち』�

を目指します。
　ここで言う「自分らしく」とは「自分の個性や能力を自分の意志によって十分に発揮する」
ということであり、自分も相手も大切にする上で成り立っているということで、「自分の思う
ままに、好き勝手に振る舞う」という狭義の考え方ではありません。
　また、「協働」とは「女

ひと

と男
ひと

が対等な関係に立ち、協力し合い、その関係を続ける」という
ことです。
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キャリア※として働きたいと思う人、家庭で家族を支えたいと思う人、子育てと職業生活を
両立させたいと思う人、子育てや介護をメインに生活したいと思う人など、人によって生き方、
考え方は様々であり、女性も男性も、お互いを認め合ったうえで、多様なライフスタイルを「自
分らしく」選択し、暮らしていける社会を目指します。
※キャリア：生涯、専門的な職歴を持つこと。

２　位置づけ
① このプランは、男女共同参画社会基本法第14条第３項に基づく計画であり、菊川市に
おける男女共同参画社会形成のための施策を、総合的かつ計画的に推進するための計画で
す。
② このプランは国の「第４次男女共同参画基本計画」及び県の「第２次静岡県男女共同参
画基本計画」との整合性に配慮したものとしています。
③ このプランは、第２次菊川市総合計画をはじめ、他の関連計画との整合性を図っていま
す。
④ このプランの基本施策「（４）女性の政策や方針決定過程への参画の推進、（５）職場に
おける男女共同参画の推進、（６）男女共同参画によるワーク・ライフ・バランスの実現」
の項目を、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第６条第２項に基づく「市町
村推進計画」に位置づけています。

　３　期　間
　このプランの計画期間は、平成28年度から令和３年度までの６年間とし、必要に応じて適
宜見直しを行います。
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第３章 施策の内容
　１　施策の体系

男女共同参画の視点に立った教育・学習の推進

男女共同参画に関する広報及び啓発

人権に関する啓発の推進

ハラスメント防止のための対策の推進

あらゆる暴力の根絶への対応

男性の育児・介護等への参加促進

男性の働き方改革や心身の健康維持に関する支援

審議会等への女性の登用促進

女性の人材育成やキャリア形成・起業に関する支援

市の女性職員の管理職への積極的登用

働きやすい職場環境の整備

職場全体の男女共同参画への意識改革

行政における女性の参画の拡大

子育てに関する基盤の整備

介護に関する基盤の整備

男女共同参画に基づいた地域活動の促進

地域における政策方針決定過程への女性の参画拡大

防災分野における男女共同参画

若い世代への健康に関する意識啓発

こころと身体の健康支援

性差に応じた妊娠・出産に関する支援

高齢者が安心して暮らすための健康支援

困難を抱えた人への支援

具 体 的 施 策基 本 施 策基 本 目 標基 本 理 念

女
と
男
が
お
互
い
を
認
め
合
い
、
協
働
し
て
、

　自
分
ら
し
く
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
る
ま
ち

ひ
と

ひ
と

（１）男女共同参画社会の
実現に向けた意識改革

（２）男女の人権の尊重と
あらゆる暴力の防止

（３）男性にとっての男女
共同参画の意識の醸成

（４）女性の政策や方針決定
過程への参画の推進

（５）職場における男女共同
参画の推進

（６）男女共同参画によるワーク・
ライフ・バランスの実現

（７）地域社会における男女
共同参画の推進

（８）防災における男女共同
参画の推進

（９）男女の生涯を通じた
健康支援

（10）様々な困難を抱える人が
安心して暮らせる環境の整備

１　女と男がお互いを認め合う
意識づくり

ひと ひと

２　女と男がいきいきと
　　活躍できる環境づくり

ひと ひと

３　女と男が安全安心に
　　暮らせるまちづくり

ひと ひと

防災
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男女共同参画の視点に立った教育・学習の推進

男女共同参画に関する広報及び啓発

人権に関する啓発の推進

ハラスメント防止のための対策の推進

あらゆる暴力の根絶への対応

男性の育児・介護等への参加促進

男性の働き方改革や心身の健康維持に関する支援

審議会等への女性の登用促進

女性の人材育成やキャリア形成・起業に関する支援

市の女性職員の管理職への積極的登用

働きやすい職場環境の整備

職場全体の男女共同参画への意識改革

行政における女性の参画の拡大

子育てに関する基盤の整備

介護に関する基盤の整備

男女共同参画に基づいた地域活動の促進

地域における政策方針決定過程への女性の参画拡大

防災分野における男女共同参画

若い世代への健康に関する意識啓発

こころと身体の健康支援

性差に応じた妊娠・出産に関する支援

高齢者が安心して暮らすための健康支援

困難を抱えた人への支援

具 体 的 施 策基 本 施 策基 本 目 標基 本 理 念

女
と
男
が
お
互
い
を
認
め
合
い
、
協
働
し
て
、

自
分
ら
し
く
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
る
ま
ち

ひ
と

ひ
と

（１）男女共同参画社会の
実現に向けた意識改革

（２）男女の人権の尊重と
あらゆる暴力の防止

（３）男性にとっての男女
共同参画の意識の醸成

（４）女性の政策や方針決定
過程への参画の推進

（５）職場における男女共同
参画の推進

（６）男女共同参画によるワーク・
ライフ・バランスの実現

（７）地域社会における男女
共同参画の推進

（８）防災における男女共同
参画の推進

（９）男女の生涯を通じた
健康支援

（10）様々な困難を抱える人が
安心して暮らせる環境の整備

１ 女と男がお互いを認め合う
意識づくり

ひと ひと

２　女と男がいきいきと
　　活躍できる環境づくり

ひと ひと

３　女と男が安全安心に
　　暮らせるまちづくり

ひと ひと

防災
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　２　基本目標・基本施策

基本目標１ 女
ひと
と男
ひと
がお互いを認め合う意識づくり

基本施策（１）
　男女共同参画社会の実現に向けた意識改革

〈現状と課題〉
　「男は仕事、女は家庭」という考え方について、平成27年度に実施した男女共同参画に関す
る市民アンケートの結果によると、平成22年のアンケート結果より「賛成である」「どちらか
といえば賛成である」の数値は減少しているものの、国や県の数値に比べ、菊川市は性別によ
る固定的な役割分担意識が未だに根強く残っているという結果が出ています。
　基本理念にあるように、「自分らしく」生きていくためには、女性も男性も性別にとらわれず、
仕事、家庭、子育て、介護など、自分自身で選択できる社会を築いていく必要があります。そ
のためには、意識啓発を引き続き行っていくことが必要です。
　特に、幼少期からの意識啓発は有効であると考えられるため、大人への啓発と合わせ、子ど
も達への啓発も必要となります。

【問】「男は仕事、女は家庭」という考え方についてどのように考えていますか。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

県

国

菊川市

賛成である

どちらかといえば賛成である

どちらかといえば反対である

反対である

わからない

4.5% 40.7% 27.0% 13.4% 11.9%

12.5% 32.1% 33.3% 16.1% 6.0%

4.0% 21.5% 37.9% 23.1% 11.8%

出典：菊川市 … 男女共同参画に関する市民アンケート（菊川市、平成27年度）
設問：「男は仕事、女は家庭」という考え方がありますが、あなたはどのようにお考えですか。

国　 … 女性の活躍推進に関する世論調査（内閣府、平成26年度）
設問：「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方について、あなたはどうお考えですか。

県 　… 男女共同参画に関する県民意識調査（静岡県、平成27年度）
設問：�「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」というような男女の役割を固定的に考えることについて、

どのように思いますか。
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〈事業・取り組み〉
【男女共同参画の視点に立った教育・学習の推進】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

１ 幼児への男女共同参画
啓発事業 地域支援課 市内各園で幼少期から男女共同参画の意識

啓発につながる絵本の読み聞かせを行う。 家庭・地域・行政

２ 小学生への男女共同参
画啓発事業 地域支援課

市内小学校で性別にとらわれず将来の進路
選択を幅広く考えることの必要性を伝える
講話を実施する。

家庭・学校・地域・
行政

３ 中高生への男女共同参
画啓発事業

生命の尊さや母性・父性について学ぶ機会
を提供するため、中・高生を対象とした乳
幼児触れ合い事業を実施する。

家庭・学校・地域・
行政

４ 男女の性差、相互尊重
の意識高揚 学校教育課 子どもたちが男女の性差を認め、相互に尊

重する教育を進める。 家庭・学校・行政

５ 思春期の健康教育 子育て応援課
心身とも多感な時期における健康対策とし
て、小・中学生を対象とした健康教育を開
催する。

家庭・学校・行政

６
固定的な性別役割分担
意識にとらわれない進
路指導の充実

学校教育課
固定的な性別役割分担意識にとらわれるこ
となく、児童生徒が自らの生き方を考え、
多様な進路を選択できる指導を実施する。

家庭・学校・地域・
行政

７ 教職員に対する男女共
同参画の啓発 学校教育課

教職員研修等を通じて男女共同参画に関す
る啓発を行う。また、女性教員がリーダー
となるための研修やエンパワメント※のため
の研修等への参加を促す。

学校・地域・行政

８ 保育士等に対する男女
共同参画の啓発 地域支援課 保育士等に対し、アンケートや読み聞かせ

等を通じて男女共同参画の啓発を行う。 園・地域・行政

９ 保護者に対する男女共
同参画の意識啓発

地域支援課
社会教育課

保護者に対し、家庭教育学級等を通じ、男
女共同参画に関する啓発を行う。 家庭・行政

※エンパワメント：力をつけ、連帯して行動することによって自分たちの置かれた不利な状況を変えていこうとする考え方

【男女共同参画に関する広報及び啓発】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

１０ 男女共同参画週間にお
ける啓発活動 地域支援課 内閣府の実施する男女共同参画週間に合わ

せ、啓発活動を実施する。
個人・家庭・地域・
行政

１１
男女共同参画に関する
まちづくり出前行政講
座

地域支援課

地域での会合や勉強会などの場を通じて男
女共同参画の意識啓発を進めるため、まち
づくり出前行政講座が実施できる体制を整
える。

個人・家庭・地域・
行政

１２ 市民意識調査の実施 地域支援課 男女共同参画に関する市民アンケートを実
施する。（５年ごと）

個人・家庭・地域・
行政

１３
広報菊川、ホームペー
ジ等への男女共同参画
の情報発信の充実

地域支援課
男女共同参画の必要性を広く市民に周知す
るため、広報菊川、ホームページ等へ男女
共同参画に関する記事や情報を掲載する。

企業・行政

１４ 高齢者世代向けの男女
共同参画の意識啓発 地域支援課

世代の違いを踏まえ、高齢者世代に対し男
女共同参画の必要性を認識するための啓発
を行う。

個人・家庭・行政
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ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

１５ 図書館における意識啓発 図書館 図書館に男女共同参画についての掲示物等
を作成し、展示する。 個人・行政

〈指標〉

区分 項目 Ｈ27
（実績）

H31
（中間目標）

Ｒ３

（最終目標）

成果
指標
※１

「男は仕事、女は家庭」という考えについて「反対
である」「どちらかといえば反対である」と答える
人の合計の割合（男女共同参画に関する市民アン
ケート）

40.4％ ― 43.0％
※３

男女が個人として尊重され、ともに個性や能力を発
揮できるまちだと思う人の割合（満足・やや満足の
合計）　（市民アンケート）

48.6％ 54.6％ 57.6％

活動
指標
※２

幼児への男女共同参画啓発事業の実施園数 15園 15園 15園

男女共同参画に関する広報・ＨＰ等への年間掲載回数 １回 ６回 10回

思春期の健康教室の実施回数 ３回 ５回 ７回

※１　成果指標：取り組みの結果、何がどうなったかを示すもので、目的や目標の達成状況を把握するために設定します。
※２�　活動指標：成果指標の達成に向けて、何をどれくらい取り組んだのかを示すもので、目的や目標の進捗状況を把

握するために設定します。
※３　男女共同参画に関する市民アンケートについては平成32年度に実施予定
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基本施策（２）
　男女の人権の尊重とあらゆる暴力の防止

〈現状と課題〉
　男女間の暴力やハラスメント、児童虐待等について、重要な人権侵害という認識は広まっ
てきていますが、件数として減らないのが現状です。また、男女共同参画のアンケートでも、
ＤＶを受けた人の中で「どこ（だれ）にも相談しなかった」の数値が最も高いという結果が出
ており、被害者に対し必ずしも救済が行われていないということがわかりました。今後も引き
続き、あらゆる暴力の根絶のための取り組みを進めていくとともに、相談窓口、相談の仕組み
（守秘義務、相談体制等）を広く周知し、相談しやすい環境を整えていく必要があります。
　また、人権の尊重について、幼少期からの働きかけを行うなど、性差だけでなく、障がいの
有無、収入の状況、国籍などさまざまなものを越えて、それぞれが「自分らしく」生きていけ
るよう支援していく必要があります。また、最近ではＬＧＢＴ※についても、その権利を守る
（生き方を尊重していく）動きが見られます。性的指向や性同一性障害を理由とする差別や偏
見をなくす取り組みも、今後検討していきます。

※ＬＧＢＴとは…性的指向及び性同一性障害に関して、一般的に次のことを指しています。
Ｌ：女性の同性愛者（Ｌｅｓｂｉａｎ：レズビアン）
Ｇ：男性の同性愛者（Ｇａｙ：ゲイ）
Ｂ：両性愛者（Ｂｉｓｅｘｕａｌ：バイセクシュアル）
Ｔ：性同一性障害（Ｔｒａｎｓｇｅｎｄｅｒ：トランスジェンダー）
　（法務省ホームページより）

【問】ＤＶを経験したり、身近で見聞きしたことはありますか。

暴力を受けたことがある

身近に暴力を受けた人がいる

暴力を受けた人から相談されたことが
ある

身近にはいないが、そうした話を聞いた
ことがある

テレビや新聞などで、問題になっている
ことを知っている

経験したり見聞きしたことはない

無回答

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

女

男

統計

6.0%
8.9% 3.4% 22.3% 13.4%

45.6%
12.2%1.6%

1.4%

1.4% 27.3%

1.0%
9.0%

4.6% 11.6%
19.9%

9.2%0.9%

47.4%

44.8%

16.7%

4.8% 16.1%

出典：Ｈ27年度　男女共同参画に関する市民アンケート（菊川市）
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�【問】これまでに暴力について誰かに打ち明けたり、相談したことがありますか。

〈事業・取り組み〉
【人権に関する啓発の推進】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

１６ 人権擁護委員への男女
共同参画の意識啓発 市民課 女性の人権を尊重した取組みを推進するた

め、人権擁護委員に対し意識啓発を行う。 個人・行政

１７ 人権擁護委員による啓
発活動 市民課 市内施設を訪問し、男女共同参画の意義を

含めた人権教室を開催する。 個人・行政

１８ 人権をテーマとした講
演会等の開催 市民課 人権の尊重について広く啓発するため、人

権をテーマとした講演会等を開催する。
個人・学校・地域・
行政

１９ 人権相談事業の実施 市民課
男女共同参画社会の形成を阻害する、性別
による人権侵害に適切に対処するために、
相談事業を実施する。

個人・学校・行政

２０ ＬＧＢＴに関する正し
い理解と配慮の促進

学校教育課
地域支援課

性的少数者である児童・生徒の状況に応じ
てきめ細やかな対応を図る。
また、ＬＧＢＴについて、市民への広報を
行う。

個人・学校・地域・
行政

２１ 男女共同参画に関する
相談窓口の周知 秘書広報課 相談窓口に関する情報を広報菊川、ホーム

ページ等を活用して市民に周知を図る。 個人・学校・行政

２２ 法識字※の強化 地域支援課
男女共同参画に関する法律や関連する支援
制度等について、ホームページ等を活用し
て市民に周知する。

個人・学校・行政

※法識字とは…�自らに保障された法律上の権利や、権利の侵害を受けた場合の対応についての正確な知識を得ることを
いいます。

どこ（だれ）にも相談しなかった

無回答

警察に連絡・相談した

公的な相談窓口や電話相談に相談した

民間の機関（弁護士など）に相談した

医師・カウンセラーに相談した

家族に相談した

友人・知人に相談した

その他

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

女

男

統計
13.4%

34.1%

33.3%

40.0%

6.8%4.5%0.0%

0.0%

0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

0.0%

0.0%

2.3%

2.6%
2.6%

5.1%

4.5%

5.1%

20.5%

20.5%
30.8%

20.0%
20.0%
20.0%

27.3%

出典：Ｈ27年度　男女共同参画に関する市民アンケート（菊川市）
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【ハラスメント防止のための対策の推進】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

２３ ハラスメント防止のた
めの広報と啓発 地域支援課

ハラスメントが人権侵害であるということ
やハラスメントの認識を深めるため、関連
情報を紹介するなど、防止のための広報と
啓発を行う。

個人・学校・地域・
行政

２４ 職場におけるハラスメ
ント防止の意識啓発 地域支援課 市職員に対し、ハラスメント防止の意識啓

発を行う。 個人・行政

【あらゆる暴力の根絶への対応】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

２５ ＤＶに関する正しい理
解の促進

福祉課
地域支援課

ＤＶに関して人権侵害であるとの認識を浸
透させるため、リーフレットを作成・配布
するなど情報の提供を行う。

個人・学校・地域・
行政

２６ 被害者の自立支援 福祉課

ＤＶ被害者に対し、各種福祉制度や職業訓
練制度等を活用し、相談、保護、自立支援
等、被害者のおかれた状況に応じた支援を
行う。

個人・学校・地域・
行政

２７ ＤＶ相談窓口の充実 福祉課 ＤＶ相談窓口を周知し、相談体制を充実さ
せる。

個人・学校・地域・
行政

２８ 児童虐待防止対策の充実
児童虐待は社会全体で対応すべき問題であ
るため、講演会の開催や啓発のためのチラ
シ配布、相談窓口の紹介等を行う。

個人・学校・地域・
行政

２９ 要保護児童対策地域協
議会を通じた情報交換

要保護児童対策地域協議会を開催し、支援
を要する児童のいる家庭の情報の共有化を
守秘義務に留意して図る。

個人・学校・地域・
行政

３０ 警察、医師会、弁護士
会等との連携の強化

福祉課
長寿介護課

関係機関との連携を密にし、ＤＶや児童・
高齢者虐待等に対応できる体制を整える。

個人・学校・地域・
行政

〈指標〉

区分 項目 Ｈ27
（実績）

H31
（中間目標）

Ｒ３

（最終目標）

成果
指標

これまでに暴力について誰かに打ち明けたり、相談
したことがある人の割合（男女共同参画に関する市
民アンケート）

65.9％ － 79.8％※

セクハラ・パワハラを受けた人の割合（男女共同参
画に関する市民アンケート） 9.9％ － 8.1％※

活動
指標 

人権教室の開催件数 7回 7回 7回

ＤＶリーフレットの作成 未実施 実施 実施

※男女共同参画に関する市民アンケートについては平成32年度に実施予定
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基本施策（３）
　男性にとっての男女共同参画の意識の醸成

〈現状と課題〉
　「男は仕事、女は家庭」という固定的性別役割分担意識が根強く残る中、働く女性が増え、
男性の家事や子育て、介護等への積極的な参加が求められています。「イクメン」に代表され
るように、以前と比較すると、男性が育児・家事に協力する姿が増えてきましたが、育児休暇
や介護休暇を取得する男性は、まだ少ないのが現状です。これには、男性の家事、育児、介護
への参加に対し、周囲の理解が進んでいないという事が原因のひとつとしてあげられます。
　男女共同参画に関する市民アンケートでも、男性が家事・育児・介護等へ参加することの妨
げとして「男性の方が勤めや自営業などの仕事が忙しい」という回答が最も高い数値となって
います。国の第４次の基本計画においても、男女共同参画を進めていくためには、長時間労働
や転勤が当たり前の「男性中心型労働慣行」を改めていく必要があると示されており、残業や
長時間労働の是正など、男性も家事・育児等に参加しやすく、働きやすい環境を整えるための
施策を進めていく必要があります。
　この意味において、男性に対しての意識啓発も併せて行う必要があります。

【問】家事・育児・介護・地域活動へ男性が参加することに妨げになっているものは何だと思
いますか。

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

女

男

総計

24.9%
17.3%

2.2%
7.9%

1.3%
1.3%

1.0%
1.4%
1.8%

26.0%
13.3%

1.4%
9.1%

14.4%
1.1%

11.6%
16.9%

1.4%
1.7%
1.9%

24.5%
19.8%

2.8%
7.1%

1.0%
10.2%

15.5%
14.7%

0.9%
1.2%
1.0%

1.4%

1.4%

11.6%
13.9%

15.5%

男性のほうが勤めや自営業などの仕事が忙しすぎる

男性側に「家庭内の仕事や地域活動は女性の仕事」という意識が強い

女性側に「家庭内の仕事や地域活動は女性の仕事」という意識が強い

男性側に恥ずかしいなどの抵抗がある

女性側に分担させることに抵抗がある。

女性の方がうまくやれるので男性側がやろうとしない

女性の方がうまくやれるので女性側が分担させない

男性側に時間があれば自分のために使おうとする傾向が強い

できれば避けたいという意識が男性側にある

わからない

その他

無回答

出典：Ｈ27年度　男女共同参画に関する市民アンケート（菊川市）
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〈事業・取り組み〉
【男性の育児・介護等への参加促進】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

３１ お父さん子育て手帳の
配布 社会教育課

男性が育児に関わりやすくするため、家庭
教育学級開設説明会でお父さん子育て手帳
を配布するとともに、男性の育児参加の必
要性等について説明する。

家庭・行政

３２ イクメンの育成と促進 家庭・行政

３３ 家庭・行政

３４
男性が家事・育児・介
護等に参加するための
情報提供

地域支援課
男性の家事・育児・介護等への参加を促す
ため、男性に対し、家事・育児・介護等に
関する情報を提供する。

家庭・行政

３５ 男性職員の育児・介護
に係る休暇取得の促進 総務課

市職員に対し、男性が育児や介護のために
休暇が取得できるよう制度を周知し、促進
を図る。

家庭・行政

【男性の働き方改革や心身の健康維持に関する支援】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

３６ 男性中心型労働慣行等
の変革の推進

地域支援課
商工観光課

男性も家事、育児、介護等に参加しやすい
環境を整備するため、男性中心型の働き方
（長時間労働や転勤など）を見直したり、
男性が育児や介護のための休暇を取得しや
すくなるよう、企業等への啓発を行う。

企業・行政

３７ 男性の活躍事例等の情
報提供 地域支援課

男性が家事・育児等を自らのことと捉え、
主体的に参加する動きを広めるため、男性
の家事や育児、介護等に関する活躍事例を
周知する。

地域・企業・行政

３８ 男性に対する相談体制
の周知 地域支援課

精神面で孤立しやすい男性の相談に対応す
るため、県の男女共同参画センターと連携
し相談窓口の周知を図る。

行政
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育児のパートナーとして、子どもと触れ合
う機会を設けることを目的として父親の児
童館来館を促す。

男性の離乳食教室への
参加促進

男性の家事や育児参加のきっかけ作りとし
て、離乳食教室への参加を促す。

子育て応援課

子育て応援課



〈指標〉

区分 項目 Ｈ27
（実績）

H31
（中間目標）

Ｒ３

（最終目標）

成果
指標

プレママ・プレパパサロンへ夫婦で参加した人の割合 61.1％ 63.1％ 90.0％

男性の「育児休業」、「介護休業」取
得について賛成する人の割合（男女
共同参画に関する市民アンケート）
※１参考数値

育児休業 71.7％ － 76.7％※２

介護休業 79.6％　 － 82.1％※２　

活動
指標 

－

男性中心型の働き方を変えるための企業等への啓発回数 １回 ２回 ２回

※１　�Ｈ27年度男女共同参画に関する県民意識調査　問12「積極的に取ったほうがよい」、「どちらかといえば取った
ほうがよい」の合計

※２　男女共同参画に関する市民アンケートについては平成32年度に実施予定
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大人の男性の児童館来館者数 1,470人 1,670人



基本目標２ 女
ひと
と男
ひと
がいきいきと活躍できる環境づくり

基本施策（４）
　女性の政策や方針決定過程への参画の推進

〈現状と課題〉
　男女共同参画社会を実現するためには、政策や方針決定の場に男女が共に参画し、双方の視
点からの意見を取り入れる必要があります。しかし、菊川市の審議会等への女性登用率は少し
ずつ増加しているものの、平成27年度は26.5％にとどまり、第２次プラン策定時の目標であ
る33.0％には届いていないのが現状です。
　市が率先して、審議会等への女性の登用や、女性管理職の積極的登用などに取り組み、政策
や方針決定過程への女性の参画を推進するとともに、女性が有する能力を十分に発揮できるよ
う、人材育成や起業支援、エンパワメント※に取り組むことが必要です。
※�女性のエンパワメント…女性が有する能力や可能性を引き出し、高めることで、職場や家庭、地域などあ
らゆる場面において、自らの意見を表明して行動を起こせるような力を発揮していくこと。

菊川市の審議会等への女性の登用率

0％

10％

20％
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40％

50％

60％

70％

80％

90％

100％

H27H26H25H24H23

25.3％ 25.4％ 25.3％ 25.9％ 26.5％

出典：男女共同参画関係施策推進調査（菊川市）
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〈事業・取り組み〉
【審議会等への女性の登用促進】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

３９
審議会等への積極的改
善措置（ポジティブ・
アクション）の周知

地域支援課
審議会等を通じ、政策や方針決定過程へ女
性が参画できるよう、積極的改善措置（ポ
ジティブ・アクション）の周知などに努める。

地域・行政・企業

４０ 審議会等への女性委員
の登用促進 全課

多様な人材の発掘や委員の職務規定（設置
根拠）の見直しの検討などにより、女性委
員の登用を促進する。

地域・行政

４１ 委員選出時の女性登用
の促進 全課

各課で所管する団体等の委員選出時、女性
委員が登用されるよう、各課において働き
かけを行う。

地域・行政

【女性の人材育成やキャリア形成・起業に関する支援】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

４２
農業女性の技術講習
会、経営研究会への参
加の促進

農林課 女性リーダーの養成のため、講習会や意見
交換会を実施する。 地域・企業・行政

４３ 女性が起業するための
支援 商工観光課

女性のチャレンジを支援するため、支援制
度の情報発信を行うとともに、創業支援事
業を実施する。

地域・企業・行政

４４ 就職のための学習機会
の充実 商工観光課

女性のキャリア形成のため、就労・就業セ
ミナーを開催するとともに、相談窓口を設
置し就労機会の拡大を図る。

地域・企業・行政

４５
地域づくりに関する講
座等への女性の参加の
促進

地域支援課
地域における意思決定の場への女性の参画
を進めるため、地域づくりに関する講座の
周知や参加の働きかけを行う。

地域・企業・行政

４６ 女性の活躍事例等の情
報提供 地域支援課 女性のエンパワメント促進のため、様々な

分野で活躍する女性の活躍事例を紹介する。 個人・企業・行政

【市の女性職員の管理職への積極的登用】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

４７ 多様な研修による職員
の意識の向上 総務課

女性が活躍する職場づくりを効果的に推進
するため、キャリアアップ支援やワーク・
ライフ・バランスの推進に関する研修の充
実を図る。

行政

４８ 女性職員の各種研修機
関等への派遣の促進 総務課

女性職員のキャリア形成支援のため、適性
に応じて女性職員を各種研修機関等へ派遣
する。

行政

４９ 女性職員の管理職・監
督職への登用促進

総務課 女性が組織の中で政策決定過程に参画でき
るよう管理職・監督職へ積極的に登用する。 行政
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〈指標〉

区分 項目 Ｈ27
（実績）

H31
（中間目標）

Ｒ３

（最終目標）

成果
指標

審議会等への女性の登用率（男女共同参画関係施策
推進調査状況） 26.5％ 30.0％ 33.0％

市内事業所における女性の管理職（課長相当職以上）
の割合（事業所アンケート） 6.2％※　 12.0％　 15.0％

市の職員の主任主査級における女性職員の割合 34.6％ 38.0％ 48.1％

活動
指標 

就労・就業支援事業の開催数 １事業 ２事業 ２事業

委員選出時の女性参画の呼びかけ回数 新規 各課１回 各課２回

※平成25年度の実績値
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基本施策（５）
　職場における男女共同参画の推進

〈現状と課題〉
　就業は生活の経済的基盤であり、自己実現につながるものです。働きたい人が性別に関わり
なくその能力を十分に発揮することができる環境の整備は、男女共に働きつづけるために必要
な要素です。
　また、働きたい女性が仕事と家庭の二者択一を迫られることなく、働くことができる環境整
備が必要ですが、20代後半から30代にかけて子育てなどにより一旦離職する女性（Ｍ字カー
ブ問題）が菊川市でもみられます。
　女性にとって働きやすい職場の環境づくりは、みんなが輝ける職場づくりにつながります。
　男女共同参画に関するアンケートの中で、男女がともにあらゆる場面（仕事、家事、育児、
介護、地域活動など）に積極的に参加していくために必要なことを問う設問では、「職場中心
という社会全体の仕組みを改めること」、「労働時間短縮や休暇制度（育児休業・介護休暇・ボ
ランティア休暇等）を普及させること」の割合が高くなっており、職場での意識や制度の改革
が求められています。
　また、平成27年８月には、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」が国会で成
立し、働く場面で活躍したいという希望を持つすべての女性が、その個性と能力を十分に発揮
できる社会を実現するために、働きやすい環境の整備などが求められています。
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菊川市：男性 菊川市：女性 静岡県：男性 静岡県：女性

資料：平成22年国勢調査
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【問】男女がともにあらゆる場面（仕事、家事、育児、介護、地域活動など）に積極的に参加
していくためにはどのようなことが必要だと思いますか。

〈事業・取り組み〉
【働きやすい職場環境の整備】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

５０
男女共同参画社会づく
り宣言事業所登録の促
進

地域支援課
男女が共に能力を発揮できる就業環境を整
備するため、市内事業所へチラシの配布等
を行い、登録を促す。

企業・行政

５１
企業等への積極的改善
措置（ポジティブ・ア
クション）の啓発

商工観光課
地域支援課

企業等における政策や方針決定過程へ女性
が参画できるよう、訪問やアンケート等を
通じ、積極的改善措置（ポジティブ・アク
ション）の啓発を行う。

企業・行政

５２ 家族経営協定の締結の
促進 農林課

家族間のパートナーシップを確立し、魅力
ある農業経営を目指すために、家族経営協
定の制度を周知し、締結を促進する。

地域・企業・行政

５３ 均等・両立推進企業の
普及促進 商工観光課

男女が共に能力を発揮できる就業環境を整
備するため、均等・両立推進企業について
周知し、普及促進を図る。

個人・企業・行政

５４

次世代育成支援対策推
進法に基づく一般事業
主行動計画の取り組み
の促進

商工観光課
仕事と子育ての両立を図るための雇用環境
整備を推進するため、企業を訪問するとと
もに、商工会を通じて企業等へ啓発を行う。

個人・企業・行政

５５
女性活躍推進法に基づ
く一般事業主行動計画
の取り組みの促進

商工観光課
女性の活躍の推進に向けた体制を整備する
ため、企業を訪問するとともに、商工会を
通じて企業等へ啓発を行う。

個人・企業・行政

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0% 14.0% 16.0%

女

男

総計

男女の役割分担についての社会通念、慣習、しきたりを改めること

職場中心という社会全体の仕組みを改めること

仕事と家庭の両立などの問題について相談できる窓口を設けること

育児・介護に関するサービスを充実すること

労働時間短縮や休暇制度（育児休業・介護休暇・ボランティア休暇等）を普及させること

夫婦や家族間でのコミュニケーションをよく図ること

男の子・女の子にかかわらず家事などができるようなしつけや育て方をすること

女性が経済的に自立し、社会的責任を果たせるような能力を身につけること

男性が生活面において自立できるような能力を身につけること

職場や仕事中心の生き方、考え方を改めること

さまざまな活動に夫婦が一緒に参加すること

その他

わからない

無回答

12.9%
11.6%

4.1%
13.3%

10.3%
10.8%

0.3%
0.6%

2.1%

12.2%

4.7%
5.3%

6.2%
5.6%

13.0%
9.7%

4.4%
13.6%

10.6%
12.3%

0.5%
0.3%

1.6%

12.5%

4.3%
5.5%

6.2%
5.5%

12.7%
15.2%

3.8%
12.4%

10.2%
10.8%

0.0%
1.0%

2.3%

11.9%

5.1%
5.1%

6.3%
5.6%

出典：Ｈ27年度　男女共同参画に関する市民アンケート（菊川市）　　
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【職場全体の男女共同参画への意識改革】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

５６ 事業所への男女共同参
画の意識啓発

商工観光課
地域支援課

労働の場における男女共同参画の推進のた
め、アンケートを実施するとともに、アン
ケート結果の公表等を通じ、企業等への啓
発を行う。

企業・行政

５７ 市内企業アンケートの
実施 地域支援課

労働の場における男女共同参画の実態を把
握するため、市内企業アンケートを実施す
る。（３年ごと）

企業・行政

【行政における女性の参画の拡大】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

５８ 育児休業者の職場復帰
支援 総務課 育児休業者へ職場復帰に必要な情報を提供

し、スムーズな職場復帰を図る。（月１回） 行政

５９ 職員人事意向調査の実
施 総務課

男女が共に認め合い、支え合う職場環境整
備の推進のため、勤務意向調査を実施す
る。（年１回）

行政

６０
次世代育成支援対策推
進法に基づく特定事業
主行動計画の実施

総務課
仕事と子育ての両立を図るための雇用環境
整備などの取り組みを計画に基づき実施す
る。

行政

６１
女性活躍推進法に基づ
く特定事業主行動計画
の実施

総務課 女性職員の活躍の推進に向けた体制を整備
するため、行動計画の取り組みを実施する。 行政

６２
働き続けるための相談、
復職のための相談への
対応

総務課
性別や働き方にかかわらず、職員の誰もが
生き生きと働き続けられる環境を整えるた
めの相談に随時応じる。

個人・行政

６３ 職員を対象とした研修
会の実施 地域支援課

就業の場における男女共同参画を推進する
ため、職員を対象とした男女共同参画に関
するセミナーを開催する。

個人・行政

６４ 職員を対象とした意識
調査の実施 地域支援課

職員の男女共同参画についての意識や現状
を把握するため、調査を実施する。（３年
ごと）

個人・行政
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〈指標〉

区分 項目 Ｈ27
（実績）

H31
（中間目標）

Ｒ３

（最終目標）

成果
指標

男女共同参画社会づくり宣言事業所の団体数 15団体 27団体 31団体

育児休業制度・介護休業制度を導入
している事業所の割合（事業所アン
ケート）

育児休業制度 89.7％※ 91.7％ 92.7％

介護休業制度 79.5％※ 81.5％ 82.5％

活動
指標 

宣言事業所登録促進のための啓発回数 １回 ２回 ２回

事業所の行動計画促進のための啓発回数 １回 ２回 ２回

※平成25年度の実績値
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基本施策（６）
　男女共同参画によるワーク・ライフ・バランスの実現

〈現状と課題〉
ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）が実現した社会とは、一人ひとりがやりが
いや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域での生活などにお
いても、子育て期、中高年期などのライフステージに応じて多様な生き方が選択・実現できる
社会を言います。
　しかし、男女共同参画に関する市民アンケートでは、ワーク・ライフ・バランスについて知っ
ているかという問いに対し、「全く知らない」という回答が57.8％と最も高い値で、ワーク・
ライフ・バランスについての周知が十分でないことがうかがえます。
また、生活の中で仕事・家庭生活・プライベート・地域活動の優先順位を問う設問では、男
性は、希望として「仕事と家庭生活」を優先したいが、現実は「仕事」が、女性は、「家庭生
活とプライベート」を優先したいが、現実は「仕事と家庭生活」が優先され、男女共に理想と
現実にギャップがあることがわかりました。
　誰もが仕事、家庭生活、地域活動、個人の自己実現など、様々な活動について自ら希望する
バランスで生活できるようにするために、子育て支援の充実や介護の支援等に取り組みます。

【問】ワーク・ライフ・バランスについて知っていますか。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女

男

総計

内容まで知っている 言葉を聞いたことある 全く知らない 無回答

11.4% 28.5% 57.8%
2.3%

17.1% 35.5% 46.1%
1.3%

8.1% 24.6% 65.7%
1.7%

出典：Ｈ27年度　男女共同参画に関する市民アンケート（菊川市）
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【問】生活の中での「仕事」・「家庭生活（家事・育児等）」・「プライベートな時間（趣味等）」・
「地域活動（自治会等）」の優先度についてあなたの答えや現状に最も近いものを選ん
でください。

〈事業・取り組み〉
【子育てに関する基盤の整備】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

６５

リフレッシュ・一時保
育の充実とファミリー
サポートセンターの利
用促進

女性の社会参画が進む中で多様化するニー
ズに対応するため、リフレッシュ・一時保
育を充実させるとともに地域の子育て応援
の輪を広げるため、ファミリーサポートセ
ンターの周知を行い利用促進を図る。

企業・行政

６６ 延長保育及び放課後児
童クラブの実施 こども政策課

働きながら安心して子育てができるよう、
延長保育及び放課後児童クラブの運営を継
続して実施する。

企業・行政

６７ 児童館・子育て支援セ
ンターの事業の充実 子育て応援課

子育てに関する相談・支援体制の整備のた
め、児童館・子育て支援センター事業を充
実させる。

企業・行政

６８ 放課後等デイサービス
事業の充実 福祉課

障がい児の健やかな発達を支援するため、
放課後等デイサービス事業（障がい児学童
保育）を充実させる。

企業・行政

６９
育てにくさを感じてい
る保護者への継続的な
支援とその充実

健やかな発達を支援するため、親子遊びの
療育教室を実施する。 企業・行政

７０ 子育てに関する相談窓
口の周知と活用

男女が安心して子育てを行うために、家庭
児童相談室などの相談窓口の周知や関係機
関との連携を図り相談体制を充実させる。

企業・行政

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【現　実】

【希　望】

仕事優先

家庭生活優先

プライベート優先

地域活動優先

仕事と家庭生活優先

仕事とプライベート優先

仕事と地域活動優先

家庭生活とプライベート優先

家庭生活と地域活動優先

プライベートと地域活動優先

仕事・家庭生活と
プライベート・地域活動ともに優先

2.5% 11.9% 9.1% 0.0% 22.7% 8.3% 0.5% 21.2% 1.8% 0.3% 19.4%

30.1% 12.6% 24.2%0.3%3.3% 6.1% 6.6% 2.5%
4.3% 0.5%

4.8%

出典：Ｈ27年度　男女共同参画に関する市民アンケート（菊川市）
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ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

７１
子育てサークルの充実
に向けた活動の広報と
周知

地域の子育て応援の輪を広げるため、児童
館と連携し、活動場所の提供や、子育て
サークルの周知を行う。

地域・行政

７２ 子育てに関する講座の
開催

子育て中の親を対象に、子どもとのふれあ
い、親のリフレッシュ、防災等をテーマに
講座を開催する。

地域・行政

７３ 子育て世代への子育て
情報の提供

男女がともに子育てに携わることができる
環境づくりを推進するため、子育てに関す
る情報を、各施設で配布する。また、転入
者へも案内チラシ等を配布し啓発を図る。

行政

７４ 親子ふれあいの場の提供 親子のコミュニケーションや親同士の交流
をする場として親子のつどい等を実施する。 地域・行政

７５ 放課後子ども教室事業
の実施 社会教育課

児童に様々な体験・交流活動等の機会を提
供するため、放課後子ども教室の新規開設
を進めるとともに事業の充実を図る。

学校・地域・行政

７６ プレママ・プレパパサ
ロン教室

プレママ・プレパパサロン教室を実施す
る。男女問わず、参加を促進する。 家庭・行政

７７ こども医療費の助成 子育て支援の充実のため、こども医療費を
助成する。 家庭・行政

７８ ブックスタートの充実 図書館
男女がともに子育てに参加するきっかけ作
りとして、７か月相談時に読み聞かせ等の
ブックスタート事業を実施する。

家庭・行政

７９ お話会の充実 図書館 絵本を通じて子育ての楽しさ大切さを伝え
るため、多様なお話会を実施する。 家庭・行政

【介護に関する基盤の整備】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

８０ 介護教室の開催 長寿介護課

男女の職業と家庭・地域生活の両立を支援
するため、家族介護教室や介護者の集いを
開催し、介護方法や介護に関する情報提
供、介護者同士の交流等を図る。

個人・家庭・地域・
企業・行政

８１ 介護マークの普及・啓発 長寿介護課
介護中であることを周囲に理解してもらう
ための介護マークの周知、普及を図ること
により介護者を支援する。

個人・家庭・地域・
企業・行政

８２ 介護サービス基盤の整備 長寿介護課

介護者の負担軽減を進めていくため、介護
支援等の充実を図るとともに、介護保険事
業所に対し、情報提供や実地指導を実施す
る。

企業・行政
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〈指標〉

区分 項目 Ｈ27
（実績）

H31
（中間目標）

Ｒ３

（最終目標）

成果
指標

「ワーク・ライフ・バランス」の内容を知っている
人の割合（男女共同参画に関する市民アンケート） 11.4％ － 14.1％※

安心して子どもを育てられるまちだと思う人の割合
（満足・やや満足の合計）（市民アンケート） 82.5％ 84.5％ 85.5％

高齢者とその家族を支える介護サービスが充実して
いると感じる人の割合（満足・やや満足の合計）（市
民アンケート）

55.9％ 59.9％ 61.9％

活動
指標 

プレママ・プレパパサロン教室の実施回数 ３回 ３回 ４回

放課後子ども教室事業の開設校数 ７校 ９校 ９校

介護教室の実施回数 ３回 ３回 ３回

※男女共同参画に関する市民アンケートについては平成32年度に実施予定
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基本施策（７）
　地域社会における男女共同参画の推進

〈現状と課題〉
　地域は、家庭とともに人々にとって最も身近な生活の場であり、男女共同参画社会を実現す
るためには、家庭や職場だけでなく、地域社会での取り組みも重要です。
　現状としては、地域活動の場に女性の参加は多くみられるものの、男女共同参画に関する市
民アンケートでは、「地域行事への参加」の項目において「主に夫」「主に夫だが妻も分担」の
割合が高くなっており、自治会長などの組織の代表者は男性である場合が多く、女性が方針決
定の場へ参画できていないことが裏付けられています。
　地域が活性化し、人々が自分らしく暮らすためには、そこに暮らす一人ひとりが、男女共同
参画の取り組みを推進していくことが必要です。

〈事業・取り組み〉
【男女共同参画に基づいた地域活動の促進】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

８３ 地域活動への円滑な参
画の促進 地域支援課

地域活動への参画を支援するため、地区セ
ンターなど地域活動の拠点施設の管理を行
うとともに、市民協働センターの活用につ
いて周知する。

地域・行政

８４ 地域活動に参画する人
材の育成 地域支援課 性別を問わず地域活動に参画する人材や

リーダー育成のための講座等を開催する。 地域・行政

８５ 男女共同参画の視点に
立った地域活動の推進 地域支援課

必要に応じ会議等を平日の夜間や土日に設
定するなど、多様な住民が参加しやすい活
動のあり方を周知する。

地域・行政

【地域における政策方針決定過程への女性の参画拡大】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

８６ コミュニティ協議会へ
の女性の参画の促進 地域支援課

地域活動において女性の意見を反映させる
ため、コミュニティ協議会に対し、女性の
視点の必要性を伝え、登用についても呼び
かけを行う。

地域・行政

８７ 自治会における女性委
員の登用啓発と促進 地域支援課

地域活動において女性の意見を反映させる
ため、連合自治会定例会や総会等で女性委
員の登用について呼びかけを行う。

地域・行政
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〈指標〉

区分 項目 Ｈ27
（実績）

H31
（中間目標）

Ｒ３

（最終目標）

成果
指標

自治会における女性自治会長と女性
副自治会長の人数

自治会長 1.5％ 7.2％　 10.0％　

副自治会長 2.2％ 7.4％ 10.0％

コミュニティ協議会役員に占める女性の割合 11.6％ 20.5％　 25.0％

家庭における夫婦の役割分担の現状について「地域
行事への参加」夫婦が共同で行っている場合の割合
（男女共同参画に関する市民アンケート）

72.3％ － 78.0％※

活動
指標 

地域活動に関する講座の開催数 ２事業 ３事業 ４事業

コミュニティ協議会への女性の登用についての呼び
かけの回数（各コミ協） １回 ２回 ３回

※男女共同参画に関する市民アンケートについては平成32年度に実施予定
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基本目標３ 女
ひと
と男
ひと
が安全安心に暮らせるまちづくり

基本施策（８）
　防災における男女共同参画の推進

〈現状と課題〉
　誰もが安全に、そして安心して暮らすために、防災に関する対策は重要です。
　東日本大震災では、避難所の責任者は大半が男性であったため、過度な負担が男性に集中し
たり、炊き出しを女性のみが長期間担当した避難所が多く存在し、女性側についても負担が偏
在しました。また、避難所の運営に関して、女性が物事を決定する場にいなかったため、女性
や子どものニーズが反映されにくいという状況もありました。これらを受け、静岡県でも、防
災体制を構築していくうえで、男女共同参画の視点を入れることを進めています。
　菊川市では、男女共同参画の視点を含んだ防災講演会や防災会議等を通じて、防災組織への
女性の参画の必要性を伝えており、女性の防災組織を立ち上げた地区もあります。しかし現在、
市の防災指導員は全員男性であり、女性の参画が進んでいないのも事実です。
　防災に関して男女共同参画の視点を含めることは、安全安心に暮らせるまちづくりにつなが
ります。いつ発生してもおかしくない地震や水害などの大規模災害に備えるため、今後、早急
かつ重点的に取り組む必要があります。

〈事業・取り組み〉
【防災分野における男女共同参画】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

８８ 防災分野における女性
の参画の推進

危機管理課
消防本部

災害時、女性や子どもなどの多様なニーズ
に対応することができるよう、地区防災連
絡会等を通じて女性の参画による防災対策
を進めるとともに、女性消防団員による避
難所支援など女性の活躍の推進を図る。

個人・地域・行政

８９
男女共同参画の視点に
よる防災活動の啓発や
情報提供

危機管理課
男女共同参画の視点を含んだ防災活動の必
要性について、防災講演会等において啓発
する。

個人・地域・行政

９０
男女のニーズの違いに
配慮した備蓄品等の配
備の促進

危機管理課
地域の自主防災会等に対し、女性の視点を
取り入れた備蓄品等の配備を促す働きかけ
を行う。

個人・地域・行政
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〈指標〉

区分 項目 Ｈ27
（実績）

H31
（中間目標）

Ｒ３

（最終目標）

成果
指標

自主防災会役員に占める女性の割合 Ｈ28年度：0.8％
（122人中１人） 上昇 上昇

防災講演会等への出席者に占める女性の割合 28.8％ 31.9％ 39.8％

活動
指標 

男女共同参画の視点を含んだ防災講演会等の開
催回数 １回 １回 ２回
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基本施策（９）
　男女の生涯を通じた健康支援

〈現状と課題〉
　男女が互いを認め合い、自分らしく暮らすためには、互いの身体的性差を十分に理解し合い、
生涯を通じて心と身体が健康であることが必要です。
　女性は、妊娠・出産などの生命を育むための仕組みが備わっており、様々な女性特有の問題
を心身に抱え込みがちです。
　一方、男性は、仕事中心の生活や長時間労働などによる過度のストレスを抱え、心身の不調
など健康を害する人も少なくありません。
　また、性別だけでなく、年齢（思春期、妊娠・出産期、更年期、高齢期等）に応じた健康支
援も必要です。
　こうした状況から、男女がともに性別によって異なる健康課題について理解し、健康状態や
性差に応じて適切に自己管理できるよう、そのライフステージに応じた性や健康に関する教育
の充実や支援、自分の健康を守り高める意識づくりを進めていく必要があります。

〈事業・取り組み〉
【若い世代への健康に関する意識啓発】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

９１ 小・中学校における性
教育の推進・充実 学校教育課

児童生徒が発達段階に応じた性に関する科
学的知識や生命・人間尊重などについて学
ぶことができるよう、各学校において性教
育を実施する。

個人・学校・行政

９２ 思春期保健対策
思春期の男女が性に関する正しい知識を学
ぶことができるよう、小・中学校で思春期
教育を実施する。

個人・学校・行政

９３ 性と生殖の健康・権利
に関する啓発 健康づくり課

妊娠や出産をする可能性がある女性の健康
上の問題等について正しく認識してもらう
ため、成人式において、性に関する啓発パ
ンフレットを配布する。

個人・学校・行政

【こころと身体の健康支援】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

９４ 健康に関する相談窓口
男女が自立した生活を送るための健康増進
支援として、健康相談窓口を設置し、相談
体制を整える。

個人・学校・企業・
行政

９５ こころの健康に関する
啓発及び支援 健康づくり課 こころの健康に関する啓発を実施するとと

もに、相談体制を整える。
個人・学校・企業・
行政

９６ 女性特有の病気を含め
た各種検診 健康づくり課 男女が自身の健康を保持していくため、女

性特有の病気を含め、各種検診を実施する。
個人・学校・企業・
行政
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ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

９７ 成人健康教育 健康づくり課
健康に対する意識を高め、適切な自己管理
ができるよう、がん検診受診者等を対象に
健康教育に関する講座を実施する。

個人・学校・企業・
行政

【性差に応じた妊娠・出産に関する支援】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

９８
妊産婦の飲酒、喫煙、
受動喫煙、母体への影
響などに関する啓発

健康被害に関する正しい理解を深めるた
め、母子健康手帳交付時に母体への影響等
の生活指導を実施する。

個人・家庭・地域・
行政

９９ 妊婦健診の助成
妊娠・出産期における女性の健康管理の充
実と経済的負担の軽減のため、妊婦健診費
用を助成する。

個人・家庭・地域・
行政

１００ 不妊に関する啓発 不妊で悩む方への正しい情報提供と地域社
会への理解を深めるための啓発を行う。

個人・家庭・地域・
行政

１０１ 不妊治療費助成事業 不妊治療に要する経費を助成する。 個人・家庭・地域・
行政

１０２ 母性健康管理指導事項連絡カードの普及
母子手帳交付時に母性健康管理指導事項連
絡カードを配布し普及を図る。

家庭・地域・企業・
行政

１０３ 乳児家庭訪問 出産して間もない女性が安心して育児がで
きるよう、乳児への訪問指導を実施する。

個人・家庭・地域・
行政

【高齢者が安心して暮らすための健康支援】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

１０４ ことぶき講座の実施 社会教育課
高齢者の社会参画の推進のため、65歳以
上の方を対象にことぶき講座を開催し、健
康寿命の延長を図る。

個人・地域・行政

１０５ 民生委員による高齢者世帯の訪問事業 福祉課
高齢者が安心して暮らすことができるよ
う、民生委員による高齢者世帯の訪問事業
を実施し、地域の高齢者の見守りを行う。

地域・行政

１０６ 高齢者世帯への支援 長寿介護課

高齢者の生活の自立を支援するため、地域
包括支援センターによる民生委員協議会と
の連携、高齢者見守り事業所・団体への情
報発信、連携を行う。

地域・行政

１０７ 介護予防普及啓発事業の実施 長寿介護課
高齢者ができるだけ寝たきりにならず、自
立した生活ができるよう、介護予防に資す
る運動教室などを実施する。

個人・地域・行政
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〈指標〉

区分 項目 Ｈ27
（実績）

H31
（中間目標）

Ｒ３

（最終目標）

成果
指標

健診や健康相談など病気の予防対策が充実している
と思う人の割合（満足・やや満足の合計）（市民ア
ンケート）

65.5％ 68.6％ 71.6％

市の要介護認定率 14.8％ 15.8％ 16.2％

活動
指標 

がん検診の受診者数 14,369人 14,685人　 15,000人

乳幼児、成人健康相談、健康チェックの日の利用者 1,937人　 1,980人 2,600人

乳児への訪問指導の割合 97.9％ 維持　 維持　

介護予防普及啓発事業の実施回数 114回 118回 190回
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基本施策（10）
　様々な困難を抱える人が安心して暮らせる環境の整備

〈現状と課題〉
　高齢化や家族形態の変容に伴い、単身世帯やひとり親世帯が増加する中で、貧困や教育・就
労等の機会を得られないといった、様々な困難を抱える人の増加がみられます。
　また、近年では、男女ともに非正規雇用者の割合が増加しており、特に女性は男性に比べ不
安定な雇用状況に置かれています。そのため、女性は男性に比べて貧困に陥りやすく、特に高
齢単身女性や母子世帯でそのリスクが高いという状況にあります。
　また、障がいを持つ人や、高齢者、国籍の違い、性的指向や性同一性障害等を理由として、
困難な状況に置かれている人もいます。貧困等の世代間連鎖を断ち切るため、個人の様々な生
き方に沿った切れ目のない支援も必要です。
　個々で抱えている困難は様々ですがそれぞれの事情に寄り添い、困難を抱えた人が安心して
暮らすことのできる環境の整備が求められています。

〈事業・取り組み〉
【困難を抱えた人への支援】
ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

１０８ 母子家庭等医療費助成事業 母子家庭等医療費の助成を実施する。 家庭・行政

１０９ 児童扶養手当事業 ひとり親家庭の生活の安定と自立のために
児童扶養手当を支給する。 家庭・行政

１１０ 自立支援教育訓練給付の実施

就業・生活の安定を通じた、ひとり親家庭
の自立を図るため、自立支援教育訓練給付
を実施する。

家庭・行政

１１１ ひとり親家庭の相談支援

生活上の困難に陥りやすい女性のひとり親
を始めとする、ひとり親家庭に対し相談支
援を行う。また、相談しにくい立場にある
父子家庭へのより充実した相談対応や周知
を図る。

家庭・行政

１１２
要保護・準要保護児童
生徒の世帯に対する就
学援助

教育総務課
制度について周知するとともに、要保護・
準要保護児童生徒の世帯に就学のための援
助を行う。

個人・家庭・学校・
行政

１１３ 不就労状態にある若者への支援 商工観光課
女性を含む若者の就労を支援するため、若
者向け就労支援事業や相談窓口等の情報提
供を行う。

個人・行政

１１４ 高齢者配食サービス事業の実施 長寿介護課
高齢者のみの世帯で食事の準備が困難な人
の生活を支援するため、高齢者配食サービ
ス事業を実施する。

個人・地域・企業・
行政

１１５ 認知症サポーターの養成 長寿介護課
地域全体で認知症の人を支えるため、男女
が共に認知症の人を温かく見守り、支援す
る認知症サポーターの養成を行う。

個人・家庭・地域・
行政
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ID 事業名 担当課 内容 主な取り組み主体

１１６ 生活管理指導員派遣事業の実施 長寿介護課 社会適応が困難な高齢者を支援する生活管
理指導員派遣事業を実施する。

個人・地域・企業・
行政

１１７ 外国人住民への支援 地域支援課

言語や文化の違いに加え、複合的な困難に
おかれやすい女性を始めとする市内に住む
外国人住民に対して、日本の文化やルール
等を周知し、住みやすい環境を整える。

個人・学校・地域・
企業・行政

〈指標〉

区分 項目 Ｈ27
（実績）

H31
（中間目標）

Ｒ３

（最終目標）

成果
指標

障がいのある人が安心して暮らしていけるまちだと
思う人の割合（満足・やや満足の合計）（市民アン
ケート）

43.5％ 49.7％ 52.8％

活動
指標 認知症サポーターの養成人数（延べ） 2,000人 　2,600人 4,360人
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第４章 推進体制の整備
　プランを着実に実施し、男女共同参画の推進を実効性のあるものにするため、次のような体
制を整えます。

　１　庁内における推進体制�
（1）男女共同参画庁内推進委員会

　部長級職員で構成する「菊川市男女共同参画庁内推進委員会」を中心に、各課と連携
を図りながら、全庁的取り組みを推進します。

（2）市職員を対象とした研修の実施
　市の行政全体に男女共同参画の視点が取り入れられるように、職員研修等を実施しま
す。

　２　市民参画による推進�
（1）男女共同参画推進組織

　市民代表で構成する「菊川市男女共同参画推進懇話会」において、男女共同参画の推
進に関して必要な事項についての提言やプランの進捗状況の評価を行います。

（2）市民参画の推進
　男女共同参画の充実した施策の展開が図られるよう、市民、企業、学校、関係団体等
との連携を強化し、市民参画による推進を図ります。

　３　国・県等関係機関との連携�
　男女共同参画社会の実現に向けて、国・県等関係機関との連携に努めます。

　４　プランの進捗状況の管理・評価�
　年度毎に進捗状況を管理し、男女共同参画推進懇話会等により評価を行います。
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日　程 会議等 内　容

平成27年度

平成28年11月～12月 実態調査 男女共同参画に関する市民アンケート

平成28年３月11日 第３回男女共同参画
推進懇話会 第３次男女共同参画プランの枠組みについて

平成28年度

平成28年６月２日
第１回

男女共同参画推進懇話会
及びプラン策定委員会

第３次男女共同参画プランの骨子（案）につ
いて

平成28年６月30日 第１回
庁内推進実務検討会

第３次男女共同参画プランの骨子（案）につ
いて

平成28年８月2日 第２回
庁内推進実務検討会 第３次男女共同参画プラン（案）について

平成28年８月16日 第１回
庁内推進委員会 第３次男女共同参画プラン（案）について

平成28年９月14日
第２回

男女共同参画推進懇話会
及びプラン策定委員会

第３次男女共同参画プラン（案）について

平成28年10月3日 第３回
庁内推進実務検討会 第３次男女共同参画プラン（案）について

平成28年10月21日
第３回

男女共同参画推進懇話会
及びプラン策定委員会

第３次男女共同参画プラン（案）について

平成28年12月15日～
平成29年１月16日　 市民意見公募 パブリックコメント実施

平成29年３月２日
第４回

男女共同参画推進懇話会
及びプラン策定委員会

パブリックコメントの結果等について

第３次菊川市男女共同参画プラン策定の過程

第５章 参考資料
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菊川市男女共同参画推進プラン策定委員会要綱

　（設置）
第�１条　男女共同参画社会の実現に向けて、男女共同参画社会基本法（平成11年法律第78号）
第14条第３項の規定に基づき、市の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施
策についての基本的な計画である菊川市男女共同参画推進プラン（以下「プラン」という。）
の策定に当たり、市民の意見を広く反映させるため、菊川市男女共同参画推進プラン策定委
員会（以下「委員会」という。）を置く。

　（所掌事務）
第２条　委員会は、次に掲げる事務を所掌する。
　（1）プランの策定に関すること。
　（2）前号に掲げるもののほか、プランの策定に関し必要な事項に関すること。

　（組織）
第３条　委員会は、委員12人以内で組織する。
２　委員会に、アドバイザーを置くことができる。
３　委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。
　（1）学識経験を有する者
　（2）各種団体の代表者
　（3）前２号に掲げるもののほか、市長が適当と認める者
４　アドバイザーは、学識経験を有する者のうちから、市長が委嘱する。

　（任期）
第�４条　委員及びアドバイザーの任期は、プランの策定が終了する日までとする。ただし、補
欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

　（委員長及び副委員長）
第５条　委員会に委員長及び副委員長２人を置く。
２　委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。
３　委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。
４�　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その
職務を代理する。

　（会議）
第６条　委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が会議の議長となる。
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２　委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。
３�　委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ
による。

　（意見の聴取等）
第�７条　委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、委員以外の者に
対し、委員会への出席を求め、その意見を聴き、又は説明を求めることができる。

　（庶務）
第８条　委員会の庶務は、総務部地域支援課において処理する。

　（補則）
第�９条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に
諮って定める。

　附　則
　　この告示は、平成17年４月１日から施行する。

　附　則（平成17年６月13日告示第220号）
　この告示は、公示の日から施行し、改正後の第５条第１項の規定は、平成17年５月17日から
適用する。

　附　則（平成23年６月３日告示第101号）
　　この告示は、公示の日から施行する。

　附　則（平成25年３月27日告示第61号）
　　この告示は、平成25年４月１日から施行する。
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氏　　名 性　　別 備　　　考

委 員 長 三 浦 康 子 女

副 委 員 長 宇佐美　貴　朗 男

副 委 員 長 鈴　木　小百合 女

委 員 青 山 直 樹 男

委 員 伊 藤 彰 彦 男

委 員 伊　藤　伊佐子 女

委 員 大 川 慶 子 女

委 員 神　谷　奈美恵 女

委 員 鈴 木 貴 大 男

委 員 鈴 木　　 恵 女

委 員 高　橋　こずえ 女

委 員 松 本 嘉 男 男

アドバイザー 林 　 の ぶ 女
静岡県男女共同参画センター
「あざれあ」初代所長

菊川市男女共同参画推進プラン策定委員名簿
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男女共同参画に関する年表
年 世界の動き 日本の動き 菊川市の動き

1975
（昭和50年）

◆国際婦人年
◆メキシコシティで国際婦人年
世界会議（第１回世界女性会議）
が開催。平等・開発・平和を目
標にした「世界行動計画」を採
択
◆国連総会で76年から85年を
「国連婦人の10年」と決定

◆総理府に婦人問題企画推進本
部（本部長内閣総理大臣）及び
婦人問題企画推進会議を設置
◆総理府婦人問題担当室を設置

1976
（昭和51年）

◆戸籍法改正（離婚後における
婚氏続称制度の新設）
◆緒方貞子　女性初の公使（国
連代表部）

1977
（昭和52年）

◆「世界行動計画」を受けて初
の「国内行動計画」を策定

1978
（昭和53年）

1979
（昭和54年）

◆国連総会で「女子に対するあ
らゆる形態の差別の撤廃に関す
る条約」を採択

1980
（昭和55年）

◆コペンハーゲンで「国連婦人
の10年」中間年世界会議（第
２回世界女性会議）開催

◆「女性に対するあらゆる形態
の差別の撤廃に関する条約」に
署名（女子差別撤廃条例）
◆高橋展子　初の女性大使（デ
ンマーク）

1981
（昭和56年）

1982
（昭和57年）

1983
（昭和58年）

1984
（昭和59年）

◆国籍法及び戸籍法の改正（父
系血統主義から父母両系血統主
義へ）（配偶者の帰化条件の男
女同一化）

1985
（昭和60年）

◆ナイロビで「国連婦人の10
年」最終年世界会議（第３回世
界女性会議）開催「西暦2000
年に向けての婦人の地位向上の
ための将来戦略（ナイロビ将来
戦略）」を採択

◆「女子差別撤廃条約」を批准

1986
（昭和61年） ◆男女雇用機会均等法の施行

1987
（昭和62年）

◆「西暦2000年に向けての新
国内計画」を策定（男女共同参
画型社会の形成）

1988
（昭和63年）

1989
（平成元年）
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年 世界の動き 日本の動き 菊川市の動き

1990
（平成２年）

◆国連（経済社会理事会）で「ナ
イロビ将来戦略に関する第１回
見直しと評価に伴う勧告及び結
論」を採択

1991
（平成３年）

◆「西暦2000年に向けての新
国内計画」の第１次改訂を実施
（男女共同参画社会へ）

1992
（平成４年）

◆育児休業法の施行
◆婦人問題担当大臣を設置

1993
（平成５年）

◆国連総会で「女性に対する暴
力の撤廃に関する宣言」を採択

1994
（平成６年）

◆総理府に男女共同参画室を設置
◆内閣総理大臣の諮問期間とし
て男女共同参画審議会設置（行
動計画スローガンは男女共同参
画社会）
◆高等学校家庭科男女選択必修

1995
（平成７年）

◆北京で第４回世界女性会議を
開催「北京宣言」と「行動綱領」
を採択

◆「ILO156号条約」批准（男
女の労働者に対する家庭責任）
◆育児・介護休業法成立

1996
（平成８年）

◆「男女共同参画2000年プラ
ン～男女共同参画社会の形成の
促進に関する西暦2000年（平
成12年）度までの国内行動計
画」策定

1997
（平成９年）

1998
（平成10年） ◆特定非営利活動促進法の施行

1999
（平成11年）

◆改正男女雇用機会均等法の施行
◆改正労働基準法の施行
◆改正育児・介護休業法の施行
◆男女共同参画社会基本法の施行
◆少子化対策推進基本方針の策定

2000
（平成12年）

◆ニューヨークで女性2000年
会議を開催「政治宣言」「成果
文書」を採択

◆「男女共同参画基本計画」策
定

2001
（平成13年）

◆内閣府に男女共同参画局、男
女共同参画会議設置
◆配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護に関する法律一部
施行

◆７月　旧菊川町で男女共同参
画に関する庁内連絡会を設置

2002
（平成14年）

◆配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護に関する法律完全
施行
◆改正育児・介護休業法施行
◆少子化対策プラスワン策定

◆旧小笠町で小笠町男女共同参
画行動計画策定委員会、小笠町
男女共同参画推進委員会、ワー
キング部を発足
◆旧菊川町・旧小笠町でプラン
の策定作業を開始
◆12月　男女共同参画に関する
住民意識調査を実施
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年 世界の動き 日本の動き 菊川市の動き

2003
（平成15年）

◆少子化社会対策基本法の公
布、施行
◆次世代育成支援対策推進法の
公布、施行

2004
（平成16年）

◆配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護に関する法律の改
正

◆「菊川町男女共同参画行動計
画」策定
◆「男女共同参画小笠町プラン」
策定

2005
（平成17年）

◆ニューヨークで「北京＋
10」世界閣僚級会合を開催

◆「男女共同参画基本計画（第
２次）」策定
◆女性の再チャレンジ支援プラ
ンの策定

2006
（平成18年）

◆男女雇用機会均等法の改正
◆女性の再チャレンジプランの
改定
◆教育基本法改訂

◆両町のプランを一元化「菊川
市男女共同参画プラン」策定

2007
（平成19年）

◆配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護に関する法律の改正
◆短時間労働者の雇用管理の改
善等に関する法律の改正
◆仕事と生活の調和（ワーク・
ライフ・バランス）憲章及び仕
事と生活の調和推進の為の行動
指針の策定

2008
（平成20年）

◆「女性の参画加速プログラ
ム」決定
◆児童福祉法、次世代育成支
援対策推進法改正
◆配偶者からの暴力防止及び
被害者の保護等に関する法律
の一部改正施行（保護命令制
度の拡充）

2009
（平成21年） ◆育児・介護休業法改正

2010
（平成22年）

◆第54回国連婦人の地位委員
会（北京+15）　開催（ニュー
ヨーク）

◆「第３次男女共同参画基本
計画」策定
◆仕事と生活の調和（ワーク・
ライフ・バランス）憲章、仕
事と生活の調和促進のための
行動指針改定

2011
（平成23年）

◆ジェンダー平等と女性のエン
パワーメントのための国連機関
（UN　Women）発足

◆第２次菊川市男女共同参画プ
ラン策定（平成23年度～平成28
年度）

2012
（平成24年）

◆第56回国連婦人の地位委員
会「自然災害におけるジェン
ダー平等と女性のエンパワーメ
ント」決議採択

◆「女性の活躍促進による経
済活性化」行動計画策定

2013
（平成25年）

◆男女共同参画の視点からの
防災・復興の取組指針策定
◆配偶者からの暴力の防止及
び被害者の保護に関する法律
の改正
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2014
（平成26年）

◆第58回国連婦人の地位委員
会「自然災害におけるジェン
ダー平等と女性のエンパワーメ
ント」決議採択

◆配偶者からの暴力の防止及び
被害者等の保護に関する法律の
改正（適用対象を生活の本拠を
共にする交際相手からの暴力及
びその被害者へ拡大）

2015
（平成27年）

◆第59回国連婦人の地位委員
会（北京＋10）（ニューヨーク）

◆女性の職業生活における活躍
の推進に関する法律公布・施行
◆第４次男女共同参画基本計画
策定

◆男女共同参画に関する住民意
識調査を実施

2016
（平成28年）

2017
（平成29年）

◆第３次菊川市男女共同参画プ
ラン策定（平成28年度～平成33
年度）
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男女共同参画社会基本法
� （平成11年６月23日法律第78号）

　前文
　第１章　総則（第１条－第12条） 
　第２章　男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第13条－第20条） 
　第３章　男女共同参画会議（第21条－第28条） 
　附則 

　我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に
向けた様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお
一層の努力が必要とされている。
　一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対
応していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりな
く、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題と
なっている。
　このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を21世紀の我が国社会を決定する最重
要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施
策の推進を図っていくことが重要である。
　ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来
に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計
画的に推進するため、この法律を制定する。

第１章　総則 

　（目的） 
第�１条　この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで
活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理
念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画
社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の
形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。

　（定義） 
第�２条　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
　（1�）男女共同参画社会の形成　男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社
会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、
経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を
形成することをいう。

　（2�）積極的改善措置　前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内
において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。
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　（男女の人権の尊重） 
第�３条　男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性
別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保される
ことその他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。

　（社会における制度又は慣行についての配慮） 
第�４条　男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固
定的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及
ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんが
み、社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をでき
る限り中立なものとするように配慮されなければならない。

　（政策等の立案及び決定への共同参画） 
第�５条　男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公
共団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が
確保されることを旨として、行われなければならない。

　（家庭生活における活動と他の活動の両立） 
第�６条　男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、
子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円
滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、行
われなければならない。

　（国際的協調） 
第�７条　男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有しているこ
とにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。

　（国の責務） 
第�８条　国は、第３条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以
下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極
的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

　（地方公共団体の責務） 
第�９条　地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の
施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び
実施する責務を有する。

　（国民の責務） 
第�10条　国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念に
のっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。

　（法制上の措置等） 
第�11条　政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又
は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。
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　（年次報告等） 
第�12条　政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参
画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。
２�　政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとす
る男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に
提出しなければならない。

第２章　男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策 

　（男女共同参画基本計画） 
第�13条　政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図
るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計
画」という。）を定めなければならない。
２�　男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
　（1）�総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 
　（2�）前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計
画的に推進するために必要な事項 

３�　内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、
閣議の決定を求めなければならない。
４�　内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画
基本計画を公表しなければならない。
５　前２項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。

　（都道府県男女共同参画計画等） 
第�14条　都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共
同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参
画計画」という。）を定めなければならない。
２　都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
　（1�）都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に
関する施策の大綱 

　（2�）前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関
する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３�　市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村
の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下
「市町村男女共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならない。
４�　都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、
又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

　（施策の策定等に当たっての配慮） 
第�15条　国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を
策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。

　（国民の理解を深めるための措置） 
第�16条　国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深める
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よう適切な措置を講じなければならない。

　（苦情の処理等） 
第�17条　国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画
社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び
性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵
害された場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。

　（調査研究） 
第�18条　国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調
査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進
するように努めるものとする。

　（国際的協調のための措置） 
第�19条　国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国際
機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進
を図るために必要な措置を講ずるように努めるものとする。

　（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 
第�20条　国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間
の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その
他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。

第３章　男女共同参画会議 

　（設置） 
第21条　内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。

　（所掌事務） 
第22条　会議は、次に掲げる事務をつかさどる。
　（1）男女共同参画基本計画に関し、第13条第３項に規定する事項を処理すること。
　（2�）前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社
会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。

　（3�）前２号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣
及び関係各大臣に対し、意見を述べること。

　（4�）政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び
政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、
内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。

　（組織） 
第23条　会議は、議長及び議員24人以内をもって組織する。

　（議長） 
第24条　議長は、内閣官房長官をもって充てる。
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２　議長は、会務を総理する。

　（議員） 
第25条　議員は、次に掲げる者をもって充てる。
　（1）内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 
　（2�）男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命
する者 

２�　前項第２号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の10分の５未満であってはならない。
３�　第１項第２号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総
数の10分の４未満であってはならない。
４　第１項第２号の議員は、非常勤とする。

　（議員の任期） 
第�26条　前条第１項第２号の議員の任期は、２年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任
者の残任期間とする。
２　前条第１項第２号の議員は、再任されることができる。

　（資料提出の要求等） 
第�27条　会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の
長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な
協力を求めることができる。
２�　会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する
者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。
　
　（政令への委任） 
第�28条　この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要
な事項は、政令で定める。

附　則　抄 

　（施行期日）
第１条　この法律は、公布の日から施行する。

　（男女共同参画審議会設置法の廃止）
第２条　男女共同参画審議会設置法（平成９年法律第７号）は、廃止する。

　（経過措置）
第�３条　前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置法（以下「旧審議会設置法」とい
う。）第１条の規定により置かれた男女共同参画審議会は、第21条第１項の規定により置か
れた審議会となり、同一性をもって存続するものとする。
２�　この法律の施行の際現に旧審議会設置法第４条第１項の規定により任命された男女共同参
画審議会の委員である者は、この法律の施行の日に、第23条第１項の規定により、審議会の
委員として任命されたものとみなす。この場合において、その任命されたものとみなされる
者の任期は、同条第２項の規定にかかわらず、同日における旧審議会設置法第４条第２項の
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規定により任命された男女共同参画審議会の委員としての任期の残任期間と同一の期間とす
る。
３�　この法律の施行の際現に旧審議会設置法第５条第１項の規定により定められた男女共同参
画審議会の会長である者又は同条第３項の規定により指名された委員である者は、それぞれ、
この法律の施行の日に、第24条第１項の規定により審議会の会長として定められ、又は同条
第３項の規定により審議会の会長の職務を代理する委員として指名されたものとみなす。

附　則　（平成11年７月16日法律第102号）　抄 

　（施行期日）
第�１条　この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成11年法律第88号）の施行の日から施
行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。
１　略
２�　附則第10条第１項及び第５項、第14条第３項、第23条、第28条並びに第30条の規定公布の
日 

　（委員等の任期に関する経過措置）
第�28条　この法律の施行の日の前日において次に掲げる従前の審議会その他の機関の会長、委
員その他の職員である者（任期の定めのない者を除く。）の任期は、当該会長、委員その他
の職員の任期を定めたそれぞれの法律の規定にかかわらず、その日に満了する。
１から10まで　略
11　男女共同参画審議会

　（別に定める経過措置）
第�30条　第２条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措
置は、別に法律で定める。

附　則　（平成11年12月22日法律第160号）　抄

　（施行期日）
第１条　この法律（第２条及び第３条を除く。）は、平成13年１月６日から施行する。ただし、
次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。
 （以下略）
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女性の職業生活における活躍の推進に関する法律
� （平成27年９月４日法律第64号）

　第１章　総則（第１条－第４条） 
　第２章　基本方針等（第５条・第６条） 
　第３章　事業主行動計画等 
　　第１節　事業主行動計画策定指針（第７条） 
　　第２節　一般事業主行動計画（第８条－第14条） 
　　第３節　特定事業主行動計画（第15条） 
　　第４節　女性の職業選択に資する情報の公表（第16条・第17条） 
　第４章　女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置（第18条－第25条） 
　第５章　雑則（第26条－第28条） 
　第６章　罰則（第29条－第34条） 
　附則 

第１章　総則 

　（目的） 
第�１条　この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性がそ
の個性と能力を十分に発揮して職業生活において活躍すること（以下「女性の職業生活にお
ける活躍」という。）が一層重要となっていることに鑑み、男女共同参画社会基本法 （平成
11年法律第78号）の基本理念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進について、そ
の基本原則を定め、並びに国、地方公共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、基
本方針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業生活における活躍を推進するための支援措
置等について定めることにより、女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、
もって男女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の需要の多様化その他
の社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現することを目的とする。

　（基本原則） 
第�２条　女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活における活躍に係る男女間の格差の
実情を踏まえ、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対する採用、
教育訓練、昇進、職種及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会の積極的な提供及
びその活用を通じ、かつ、性別による固定的な役割分担等を反映した職場における慣行が女
性の職業生活における活躍に対して及ぼす影響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮で
きるようにすることを旨として、行われなければならない。
２�　女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、
介護その他の家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職することが多いことその他の家庭
生活に関する事由が職業生活に与える影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男女の別を問
わず、相互の協力と社会の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活における活動について
家族の一員としての役割を円滑に果たしつつ職業生活における活動を行うために必要な環境
の整備等により、男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能となることを
旨として、行われなければならない。
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３�　女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の職業生活と家庭生活との両立に
関し、本人の意思が尊重されるべきものであることに留意されなければならない。

　（国及び地方公共団体の責務） 
第�３条　国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生活における活躍の推進についての
基本原則（次条及び第５条第１項において「基本原則」という。）にのっとり、女性の職業
生活における活躍の推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。

　（事業主の責務） 
第�４条　事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対
する職業生活に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立
に資する雇用環境の整備その他の女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を自ら実
施するよう努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する女性の職業生活における活躍の
推進に関する施策に協力しなければならない。

第２章　基本方針等 

　（基本方針） 
第�５条　政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関する施策を総
合的かつ一体的に実施するため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針（以
下「基本方針」という。）を定めなければならない。
２　基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
　（1）女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向 
　（2�）事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する基本的な
事項 

　（3）女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する次に掲げる事項
　　イ　女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置に関する事項
　　ロ　職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備に関する事項
　　ハ　その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する重要事項
　（4）�前３号に掲げるもののほか、女性の職業生活における活躍を推進するために必要な事項 
３　内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。
４�　内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公
表しなければならない。
５　前２項の規定は、基本方針の変更について準用する。

　（都道府県推進計画等） 
第�６条　都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の区域内における女性の職業生活に
おける活躍の推進に関する施策についての計画（以下この条において「都道府県推進計画」
という。）を定めるよう努めるものとする。
２�　市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府県
推進計画）を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に
関する施策についての計画（次項において「市町村推進計画」という。）を定めるよう努め
るものとする。
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３�　都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め、又は変更したとき
は、遅滞なく、これを公表しなければならない。

第３章　事業主行動計画等 

第１節　事業主行動計画策定指針 

第�７条　内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主が女性の職業生活における活躍
の推進に関する取組を総合的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に即して、
次条第１項に規定する一般事業主行動計画及び第15条第１項に規定する特定事業主行動計画
（次項において「事業主行動計画」と総称する。）の策定に関する指針（以下「事業主行動
計画策定指針」という。）を定めなければならない。
２�　事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項につき、事業主行動計画の指針とな
るべきものを定めるものとする。
　（1）事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 
　（2）女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容に関する事項 
　（3）その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する重要事項 
３�　内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行動計画策定指針を定め、又は変更
したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

第２節　一般事業主行動計画 

　（一般事業主行動計画の策定等） 
第�８条　国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）であって、常時雇
用する労働者の数が300人を超えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業主
行動計画（一般事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する
計画をいう。以下同じ。）を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届
け出なければならない。これを変更したときも、同様とする。
２　一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
　（1）計画期間 
　（2）女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 
　（3�）実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施
時期 

３�　第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとするとき
は、厚生労働省令で定めるところにより、採用した労働者に占める女性労働者の割合、男女
の継続勤務年数の差異、労働時間の状況、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割
合その他のその事業における女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職
業生活における活躍を推進するために改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘
案して、これを定めなければならない。この場合において、前項第２号の目標については、
採用する労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、労働
時間、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他の数値を用いて定量的に定
めなければならない。
４�　第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生
労働省令で定めるところにより、これを労働者に周知させるための措置を講じなければなら
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ない。
５�　第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生
労働省令で定めるところにより、これを公表しなければならない。
６�　第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、
一般事業主行動計画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。
７�　一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が300人以下のものは、事業主行動計画策
定指針に即して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労
働大臣に届け出るよう努めなければならない。これを変更したときも、同様とする。
８�　第３項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更しよう
とする場合について、第４項から第６項までの規定は前項に規定する一般事業主が一般事業
主行動計画を定め、又は変更した場合について、それぞれ準用する。

　（基準に適合する一般事業主の認定） 
第�９条　厚生労働大臣は、前条第１項又は第７項の規定による届出をした一般事業主からの申
請に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主について、女性の職業生活に
おける活躍の推進に関する取組に関し、当該取組の実施の状況が優良なものであることその
他の厚生労働省令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。

　（認定一般事業主の表示等） 
第�10条　前条の認定を受けた一般事業主（次条及び第20条第１項において「認定一般事業主」
という。）は、商品、役務の提供の用に供する物、商品又は役務の広告又は取引に用いる書
類若しくは通信その他の厚生労働省令で定めるもの（次項において「商品等」という。）に
厚生労働大臣の定める表示を付することができる。
２�　何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表
示を付してはならない。

　（認定の取消し） 
第�11条　厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第９条の
認定を取り消すことができる。
　（1）第９条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。
　（2）この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。
　（3）不正の手段により第９条の認定を受けたとき。

　（委託募集の特例等） 
第�12条　承認中小事業主団体の構成員である中小事業主（一般事業主であって、常時雇用する
労働者の数が300人以下のものをいう。以下この項及び次項において同じ。）が、当該承認中
小事業主団体をして女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施に関し必要な労
働者の募集を行わせようとする場合において、当該承認中小事業主団体が当該募集に従事し
ようとするときは、職業安定法（昭和22年法律第141号）第36条第１項及び第３項の規定は、
当該構成員である中小事業主については、適用しない。
２�　この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協同組合、協同組合連合会そ
の他の特別の法律により設立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定める
もの又は一般社団法人で中小事業主を直接又は間接の構成員とするもの（厚生労働省令で定
める要件に該当するものに限る。）のうち、その構成員である中小事業主に対して女性の職
業生活における活躍の推進に関する取組を実施するための人材確保に関する相談及び援助を
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行うものであって、その申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該相談及び援助を適切に行う
ための厚生労働省令で定める基準に適合する旨の承認を行ったものをいう。
３�　厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する基準に適合しなくなったと認める
ときは、同項の承認を取り消すことができる。
４�　承認中小事業主団体は、第１項に規定する募集に従事しようとするときは、厚生労働省令
で定めるところにより、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する事項
で厚生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に届け出なければならない。
５�　職業安定法第37条第２項の規定は前項の規定による届出があった場合について、同法第５
条の３第１項及び第３項、第５条の４、第39条、第41条第２項、第48条の３、第48条の４、
第50条第１項及び第２項並びに第51条の２の規定は前項の規定による届出をして労働者の募
集に従事する者について、同法第40条の規定は同項の規定による届出をして労働者の募集に
従事する者に対する報酬の供与について、同法第50条第３項及び第４項の規定はこの項にお
いて準用する同条第２項に規定する職権を行う場合について、それぞれ準用する。この場合
において、同法第37条第２項中「労働者の募集を行おうとする者」とあるのは「女性の職業
生活における活躍の推進に関する法律第12条第４項の規定による届出をして労働者の募集に
従事しようとする者」と、同法第41条第２項中「当該労働者の募集の業務の廃止を命じ、又
は期間」とあるのは「期間」と読み替えるものとする。
６�　職業安定法第36条第２項及び第42条の２の規定の適用については、同法第36条第２項中
「前項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする者がその
被用者以外の者に与えようとする」と、同法第42条の２中「第39条に規定する募集受託者」
とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号）第12
条第４項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者」とする。
７�　厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第２項の相談及び援助の実施状況について
報告を求めることができる。

第�13条　公共職業安定所は、前条第４項の規定による届出をして労働者の募集に従事する承認
中小事業主団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、かつ、これ
らに基づき当該募集の内容又は方法について指導することにより、当該募集の効果的かつ適
切な実施を図るものとする。

　（一般事業主に対する国の援助） 
第�14条　国は、第８条第１項若しくは第７項の規定により一般事業主行動計画を策定しようと
する一般事業主又はこれらの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業主行動計
画の策定、労働者への周知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実施
されるように相談その他の援助の実施に努めるものとする。

第３節　特定事業主行動計画 

第�15条　国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるもの（以下
「特定事業主」という。）は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策定指針に即して、
特定事業主行動計画（特定事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取
組に関する計画をいう。以下この条において同じ。）を定めなければならない。
２　特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
　（1）計画期間 
　（2）女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 
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　（3�）実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施
時期 

３�　特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、内閣府令で定
めるところにより、採用した職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異、勤
務時間の状況、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他のその事務及び事業に
おける女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を
推進するために改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、これを定めな
ければならない。この場合において、前項第２号の目標については、採用する職員に占める
女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、勤務時間、管理的地位にある職
員に占める女性職員の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。
４�　特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを職員
に周知させるための措置を講じなければならない。
５�　特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表
しなければならない。
６�　特定事業主は、毎年少なくとも１回、特定事業主行動計画に基づく取組の実施の状況を公
表しなければならない。
７�　特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、特定事業主行動計
画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。

第４節　女性の職業選択に資する情報の公表 

　（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 
第�16条　第８条第１項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生
活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生
活における活躍に関する情報を定期的に公表しなければならない。
２�　第８条第７項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を
営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活に
おける活躍に関する情報を定期的に公表するよう努めなければならない。

　（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 
第�17条　特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする
女性の職業選択に資するよう、その事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関
する情報を定期的に公表しなければならない。

第４章　女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置 

　（職業指導等の措置等） 
第�18条　国は、女性の職業生活における活躍を推進するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、
創業の支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。
２�　地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進するため、前項の措置と相まって、
職業生活を営み、又は営もうとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に応じ、関
係機関の紹介その他の情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。
３�　地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部を、その事務を適切に実施するこ
とができるものとして内閣府令で定める基準に適合する者に委託することができる。
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４�　前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該事務に従事していた者は、正当な
理由なく、当該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

　（財政上の措置等） 
第�19条　国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する地方公共団体の施策を支援するた
めに必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。

　（国等からの受注機会の増大） 
第�20条　国は、女性の職業生活における活躍の推進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興開
発金融公庫その他の特別の法律によって設立された法人であって政令で定めるものをいう。）
の役務又は物件の調達に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般事業主その他の女
性の職業生活における活躍に関する状況又は女性の職業生活における活躍の推進に関する取
組の実施の状況が優良な一般事業主（次項において「認定一般事業主等」という。）の受注
の機会の増大その他の必要な施策を実施するものとする。
２�　地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等の受注の機会の増大その他の必要
な施策を実施するように努めるものとする。

　（啓発活動） 
第�21条　国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活躍の推進について、国民の関心と
理解を深め、かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとする。

　（情報の収集、整理及び提供） 
第�22条　国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に資するよう、国内外におけ
る女性の職業生活における活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理及び提供を行
うものとする。

　（協議会） 
第�23条　当該地方公共団体の区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する事務
及び事業を行う国及び地方公共団体の機関（以下この条において「関係機関」という。）は、
第18条第１項の規定により国が講ずる措置及び同条第２項の規定により地方公共団体が講ず
る措置に係る事例その他の女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を活用すること
により、当該区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する取組が効果的かつ円
滑に実施されるようにするため、関係機関により構成される協議会（以下「協議会」という。）
を組織することができる。
２�　協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域内において第18条第３項の規定に
よる事務の委託がされている場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員として加える
ものとする。
３�　協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲げる者を構成
員として加えることができる。
　（1）一般事業主の団体又はその連合団体 
　（2）学識経験者 
　（3）その他当該関係機関が必要と認める者 
４�　協議会は、関係機関及び前２項の構成員（以下この項において「関係機関等」という。）
が相互の連絡を図ることにより、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を共有し、
関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた女性の職業生活における活
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躍の推進に関する取組について協議を行うものとする。
５�　協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、その
旨を公表しなければならない。

　（秘密保持義務） 
第�24条　協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由なく、
協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

　（協議会の定める事項） 
第�25条　前２条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定
める。

第５章　雑則 

　（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 
第�26条　厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、第８条第１項に
規定する一般事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができ
る。

　（権限の委任） 
第�27条　第８条から第12条まで及び前条に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定
めるところにより、その一部を都道府県労働局長に委任することができる。

　（政令への委任） 
第�28条　この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。

第６章　罰則 

第�29条　第12条第５項において準用する職業安定法第41条第２項の規定による業務の停止の命
令に違反して、労働者の募集に従事した者は、１年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処
する。

第�30条　次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。
　（1）第18条第４項の規定に違反した者 
　（2）第24条の規定に違反した者 

第�31条　次の各号のいずれかに該当する者は、６月以下の懲役又は30万円以下の罰金に処する。
　（1）第12条第４項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事した者 
　（2�）第12条第５項において準用する職業安定法第37条第２項の規定による指示に従わなかっ
た者 

　（3�）第12条第５項において準用する職業安定法第39条又は第40条の規定に違反した者 
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第32条　次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金に処する。
　（1）第10条第２項の規定に違反した者 
　（2�）第12条第５項において準用する職業安定法第50条第１項の規定による報告をせず、又は

虚偽の報告をした者 
　（3�）第12条第５項において準用する職業安定法第50条第２項の規定による立入り若しくは検
査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述を
した者 

第�33条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は
人の業務に関し、第29条、第31条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、
その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。

第�34条　第26条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、20万円以下の過料に処
する。

附　則　抄 

　（施行期日）
第�１条　この法律は、公布の日から施行する。ただし、第３章（第７条を除く。）、第５章（第
28条を除く。）及び第６章（第30条を除く。）の規定並びに附則第５条の規定は、平成28年４
月１日から施行する。

　（この法律の失効）
第�２条　この法律は、平成38年３月31日限り、その効力を失う。
２�　第18条第３項の規定による委託に係る事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た
秘密については、同条第４項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、前項の規定にかかわらず、
同項に規定する日後も、なおその効力を有する。
３�　協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密については、第24条の規
定（同条に係る罰則を含む。）は、第１項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、な
おその効力を有する。
４�　この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、この法律は、第１項の規定
にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。

　（政令への委任）
第�３条　前条第２項から第４項までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過
措置は、政令で定める。

　（検討）
第�４条　政府は、この法律の施行後３年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘
案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づい
て必要な措置を講ずるものとする。

　（社会保険労務士法の一部改正）
第�５条　社会保険労務士法（昭和43年法律第89号）の一部を次のように改正する。
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別表第１　第20号の25の次に次の１号を加える。
20の26　女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号）

　（内閣府設置法の一部改正）
第６条　内閣府設置法（平成11年法律第89号）の一部を次のように改正する。
附則第２条第２項の表に次のように加える。
平成38年３月31日　女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針（女性の職業生活に
おける活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号）第５条第１項に規定するものをいう。）
の策定及び推進に関すること。
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